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１ 総合計画の概要 

 

（１）策定の目的 

 

平成１７年４月１日、佐久市・臼田町・浅科村・望月町の１市２町１村が合併して誕生した新「佐

久市」では、旧４市町村の一体性の確保や地域の均衡ある発展を図るための「新市建設計画」に基

づき、第一次佐久市総合計画の将来都市像「叡智と情熱が結ぶ、２１世紀の新たな文化発祥都市」

の実現に向けたまちづくりを推進してきました。 

人口減少の急速な進行を始めとする社会経済情勢の変化に的確に対応し、現在の世代だけでなく、

将来の世代も「暮らしやすさ」、「住みやすさ」、「働きやすさ」が実感できるとともに、持続的に発

展できるまちづくりを総合的かつ計画的に進める必要があることから、新たな総合計画を策定する

ものです。 

 

（２）計画の性格 

 

総合計画は、佐久市の目指す将来のまちの姿や、その実現のために必要な基本的施策を明確に示

すものです。 

 

総合計画は、佐久市の施策を展開する上での最上位計画に位置付けられる計画です。 

このことから、分野別個別計画は、その策定に当たって総合計画との整合を図るとともに、各分

野において総合計画の具体化を図るものとします。 

 

なお、中期的な人口減少対策については、総合計画に先行して策定された「佐久市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」と整合を図っています。 

 

（３）計画の名称 

 

計画の名称は、「第二次佐久市総合計画」とします。 
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（４）計画の構成 

 

  ア 計画の構成 

 

この計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」により構成され、内容と計画期間は、次のと

おりです。 

 

 内容 計画期間 

基本構想 時代の潮流や本市の特徴を踏まえ、１０年先の将来に

向けてのまちづくりの基本理念と目指すべき将来都市像

を明らかにし、それを実現するための施策の大綱を定め

た長期的なまちづくりの指針となるものです。 

１０年間 

（Ｈ２９～３８） 

基本計画 基本構想の施策の大綱に基づき、その基本理念と将来

都市像を実現するために、実施すべき具体的な施策の方

向性と内容を示した中期的な計画です。 

社会経済情勢の変化や新たな市民ニーズに対応するた

め、５年経過後に後期の基本計画を策定します。 

５年間 

（前期：Ｈ２９～３３） 

（後期：Ｈ３４～３８） 

 

実施計画  基本計画に定められた施策に基づき、事業を計画的か

つ効果的に推進するため、翌年度からの３年間を対象と

する短期的、具体的な計画です。 

３年間 

（毎年度見直し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業実施（毎年度） 

基本構想

（H29～38）

基本計画

（前期 H29～33）

（後期 H34～38）

・まちづくりの基本理念 
・目指すべき将来都市像 
・施策の大綱 

・具体的な 
施策の方向性、内容 
（目標設定） 

実施計画（３か年） 
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イ 策定に当たっての基本的な考え方 

              

計画の策定に当たっては、次の３点を基本的な考え方としています。 

 

（ア）市民にとって分かりやすい計画づくり 

 

可能な限り施策目標の明確化と数値化を図り、達成状況や成果に基づく検証・評価を公表すると

ともに、市民の目線に立った分かりやすい計画づくりを行います。 

 

 

（イ）ＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善が可能な計画づくり 

 

施策目標を盛り込むとともに、施策評価などによる進行管理が可能な計画内容とすることで、Ｐ

ｌａｎ（計画）、Ｄｏ（実施）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、Ａｃｔｉｏｎ（改善）の４つの視点に基づくＰ

ＤＣＡサイクルの循環による継続的な改善を図ることができる計画づくりを行います。 

 

（ウ）１０年を振り返り、１０年先の飛躍につながる計画づくり  

 

合併からの１０年、第一次佐久市総合計画期間の１０年を検証し、的確な現状把握を行うととも

に、合併特例措置の縮減による厳しい財政状況の中で限られた財源・人材などの資源を最大限に活

用し、健全財政に配慮した計画的・効率的な行財政運営を図るため、施策の「選択と集中」により

１０年先の飛躍につながる計画づくりを行います。  
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２ 佐久市の概要         

 

（１）位置・自然 

 

本市は、長野県の東部（東信地域）で、県下４つの平のひとつである佐久平に位置し、北に浅間

山、南に八ヶ岳連峰を望み、蓼科山・双子山（八ヶ岳中信高原国定公園）、荒船山（妙義荒船佐久高

原国定公園）に囲まれ、千曲川が南北に貫流する自然環境に恵まれた高原都市です。 

 市の面積は、４２３．５１ｋ㎡で、市域は東西３２．１ｋｍ、南北２３．１ｋｍに及び、気温の

較差が大きく降水量が少ないなど、典型的な内陸性気候を示す高燥冷涼地です。 

特に、年間を通して晴天率が高く、国内でも有数の日照時間が多い地域です。 

 

（２）歴史・沿革 

 

市内では、数多くの原始・古代の遺跡が発掘され、古くから人々が暮らしていたことが立証され

ています。 

江戸時代には、五街道の一つとして整備された中山道の各宿場町はにぎわいを見せ、佐久甲州道

と合わせて交通の要衝の役割を果たすとともに、様々な文化が生まれ育ちました。 

近年は、北陸新幹線、上信越自動車道、中部横断自動車道などの高速交通網の整備に伴い、まち

の姿も大きく変わってきています。 

 

（３）人口 

 

平成２７年の本市の人口は９９,３６８人、世帯数は３８，４８７世帯で、県内第５位の人口規模

を有していますが、平成２２年に比べ、人口が１．２％の減少、世帯数が３．９％の増加となって

おり、昭和４５年以降、増加傾向で推移してきた人口が、４５年振りに減少に転じました＊。 

また、老年人口（６５歳以上）は２８，５０６人で、高齢化率は２９．０％となっています。 

平成２７年の出生者数は７４３人、合計特殊出生率は１．５２となっています。 

本市の人口の年齢別の構成を見ると、長野県全体の傾向と同様に、２０代の人口が男女ともに少

なく、高校卒業後の進学・就職において、東京などの都市部に若者が流出していることが影響して

いると考えられます。 

人口の増減を見ると、自然動態では、平成１４年から死亡数が出生数を上回る自然減の状態が続

いており、減少幅は徐々に広がっています。 

また、合併後の社会動態では、平成１７年から転入者数が転出者数を上回る社会増の状態にあり

ます。 

 
 

 

＊人口の推移について平成１７年４月１日市制施行（１市２町１村合併）につき、合併前数値は、合併前市町村の合算値 
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 本市の総人口と総世帯数の推移 

 

出典：国勢調査 

 

本市の３区分人口の推移  

 

出典：国勢調査 

総人口には年齢不詳が含まれるため、３区分人口の合算値とは一致しない。 

 

（４）土地 

 

地目別面積で見ると、市域面積の約４０％が山林、約２０％が農地、約６％が宅地となっていま

す。 

このうち、宅地面積は、増加傾向にあります。 

 

（５）産業 

 

産業別の就業人口は、製造業、卸売業・小売業や医療・福祉に従事している者の比率が高くなっ

ています。 

農業では、良質米の産地であるほか高原野菜、花き、果樹などの生産も盛んに行われていますが、

年々生産額は減少しており、農家数・農業就業人口はともに減少しています。 
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水産業では、「佐久鯉」が地域団体商標登録され、佐久のブランドのひとつとなっています。 

工業では、食料品、電子部品、電気機器、輸送用機械器具製造業などの業種を中心に操業されて

いますが、製造品出荷額は減少傾向にあります。また、交通の利便性や災害の少なさなどの地域の

特徴を生かし、市内工業団地への企業誘致を進めています。 

商業では、地域密着型の個性的商店街を目指した取組が進められる一方で、大型店舗立地による

商業集積が進み、周辺からの消費者を集めていますが、近年、店舗数・売り場面積ともに減少して

います。 

 

３ 佐久市を取り巻く環境の変化 

 

（１）時代背景の変化 

 

ア 少子高齢化、人口減少の急速な進行 

 

 日本の人口は、平成２７年国勢調査において、大正９年の調査開始以来、初めて減少に転じました。 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、減少スピードは、今後加速度的に高まり、２０

２０年代初めは毎年６０万人程度の減少が、２０４０年代頃には毎年１００万人程度の減少まで加

速するとされています。  

特に、総合計画の計画期間中の２０２５年（平成３７年）には、全国で団塊の世代＊が全て後期

高齢者となり、我が国の約３人に１人が６５歳以上、約５人に１人が７５歳以上という本格的な超

高齢社会を迎えることになります。 

 また、同じ推計によると、佐久市の人口も平成５２年には８６，０００人を下回り、平成７２年

には７１，０００人を下回るとともに、老年人口比率は、平成７２年には３８．０％まで上昇する

と推計されています。 

 

イ 価値観、ライフスタイルの多様化 

 

高度成長期・安定成長期を経て、物の豊かさよりも心の豊かさを重視する意識が高まっています。 

高速交通網や情報通信技術の発達により、二地域居住＊や時間や場所にとらわれずに働くテレワ

ーク＊のような様々な暮らし方、働き方の選択を自由に行うことができる社会環境になった一方で、

人口の流動化や核家族化の進行、深いつながりを求める意識の低下などにより、人間関係や地域社

会への関わりが希薄化しており、地域社会のコミュニティ機能を低下させるおそれがあります。 

また、情報通信技術の進展とスマートフォンなどの情報通信機器の急速な普及により、時間や空

間の制約を受けずにインターネットが利用できるようになったことは、ライフスタイルや社会経済

活動に大きな変化を与えました。 

 このような高度情報化の普及と進展は、生活の利便性を高めた反面、インターネットを悪用した

犯罪の増加や個人情報の流出といった新たな社会問題を引き起こしている面もあります。 

変化の激しい社会において、地域社会・地域経済の将来の担い手となるひとづくりが一層重要と

 

＊団塊の世代：昭和２２～２４年の第１次ベビーブーム時代に生まれた世代。他世代に比較して人数が多いところからいう。 

＊二地域居住：都市住民が農山漁村などの地域にも同時に生活拠点を持つこと。 

＊テレワーク：情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のこと。 
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なっています。 

 

ウ 安心・安全を求める意識の高まり 

 

佐久市にも大きな被害や影響を及ぼした平成２６年の大雪災害の発生のほか、平成２３年の東日

本大震災、長野県北部の地震災害、御嶽山噴火災害、長野県神城断層地震災害や平成２８年の熊本

地震災害といった相次いだ大規模災害の発生から、暮らしの安心・安全を求める意識が高まってい

ます。 

また、年金・医療保険などの社会保障制度に対する将来の不安や、急増する特殊詐欺などへの社

会不安も高まっており、社会の安心・安全を求める意識が高まっています。 

 

エ 経済のグローバル化 

 

経済のグローバル化＊の進展や、中国、インドなどの新興国の台頭により、国内産業は厳しい国

際競争にさらされています。 

世界経済を見ると、平成２０年のリーマンショック＊に端を発した世界同時不況、平成２２年の

欧州債務危機＊などによる危機的状況からは、回復の兆しが見られたものの、近年では中国経済の

減速や原油安などにより、不安定な状態が続いており、飛躍的な経済成長が期待しにくい状況にあ

ります。 

国内では一部の雇用情勢に改善が見られるものの、非正規雇用比率が増大し、正規雇用との所得・

労働条件の格差や不安定な雇用などが問題となっています。 

  

オ 地球環境問題、エネルギー問題の深刻化 

 

経済のグローバル化や不安定な世界情勢などにより、環境問題やエネルギー問題は地球規模化し、

一国だけでは解決できない複雑なものとなっています。 

世界平均気温は、１８８０年から２０１２年までの間に０．８５℃上昇し、長期的に上昇し続け

る傾向にあります。 

このような状況において、１９９７年のＣＯＰ３（国連気候変動枠組条約第３回締結国会議）で

採択された京都議定書＊では、日本は、温室効果ガス＊排出量を第一約束期間の２００８年から２０

１２年までの間に１９９０年比で６％削減する目標を掲げて地球温暖化対策に取り組み、第一約束

期間の削減目標を達成することができました。 

 この京都議定書に代わる新たな国際的枠組みである２０１５年のＣＯＰ２１（国連気候変動枠組

条約第２１回締結国会議）で採択されたパリ協定＊では、日本は、２０３０年度に２０１３年度比 

   

＊経済のグローバル化：資本や労働力が国境を越えて活発に移動し、貿易や海外への投資が増大することによって、世界における経済的

な結び付きが深まること。 

＊リーマンショック：平成２０年９月に米国の大手投資銀行であるリーマン・ブラザーズが経営破綻したことにより、世界的な金融危機の引き金

となった出来事（株式暴落と信用収縮） 

＊欧州債務危機：平成２２年のギリシャの財政問題に端を発する欧州における金融危機のこと。 

＊京都議定書：平成９年に京都市で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で採択された、温室効果ガス排出削減の目

標などを定めた議定書のこと。 

＊温室効果ガス：二酸化炭素やメタンなど、赤外線を吸収し、再び放出する性質のある気体のこと。大気中の温室効果ガスが増えると、太陽

からの光で暖められた地球の表面から地球の外に向かう赤外線の多くが、熱として大気に蓄積され、地球の表面の気温が高くなる。 

＊パリ協定：平成２７年にパリで開催された気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）で採択された、温室効果ガス排出削減などの

ための新たな国際的な枠組みを定めた協定のこと。 
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で２６％削減する約束草案を提出しています。 

地球温暖化は世界規模の問題ですが、自然災害の発生、農業生産や熱中症、感染症など健康への

リスクといったより身近な問題への影響もあり、自分達の暮らしを守るためにも節電などの一人ひ

とりができる取組を進めることが重要となっています。 

 また、東日本大震災以降、発電のためのエネルギー源において石油などの化石燃料の依存が高ま

っていますが、エネルギー自給率の向上、安定的なエネルギー供給、温室効果ガス抑制などの観点

から、太陽光、木質バイオマス＊、水力、地中熱などの再生可能エネルギー＊のさらなる利用が求め

られています。 

 

（２）地域背景の変化 

 

ア 「佐久市まち・ひと・しごと創生」の始まり 

 

本市では、人口減少の克服に向けて、佐久市に「しごと」をつくり、「しごと」が「ひと」を呼び、

「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとともに、好循環を支える「まち」に活力を取

り戻す「佐久市まち・ひと・しごと創生」によって、佐久市に住む全ての人が安心して生活を営み、

子どもを生み育てられる社会をつくり出すため、平成２７年１０月に「佐久市まち・ひと・しごと

総合戦略」を策定しました。 

 この総合戦略に基づき、「若い世代の希望をかなえ、選ばれるまち」を実現するために、第三子以

降保育料無料化、妊産婦への福祉医療費助成などの新たな取組が始まっています。 

 

イ 高速交通網のさらなる拡充と新たな流れ 

 

平成２６年度に長野－金沢間が開通した北陸新幹線や、平成２２年度に佐久南インターチェンジ

まで開通した中部横断自動車道は、佐久市への新たな人や企業の流れを生み出しています。 

北陸新幹線は平成３４年度には金沢－敦賀間の開通が、中部横断自動車道は平成２９年度には

（仮称）八千穂インターチェンジまでの開通が予定されており、佐久南インターチェンジ出入口に

建設された佐久南交流拠点施設などを拠点として、新たに佐久市とつながることとなる地域とのさ

らなる交流の拡大が期待されています。 

 

  ウ 健康長寿のさらなる推進に向けた動き 

 

平成２２年の市区町村別平均寿命において、男女ともに全国上位２０位以内に入ったように、佐

久市ではこれまで市民による地域保健活動や地域医療の充実といった「世界最高健康都市構想」の

実現に向けた様々な取組により、全国有数の健康長寿を実現してきました。 

これまで健康長寿を支えてきた食生活を始めとするライフスタイルが大きく変化する中で、２０

年後、３０年後も健康長寿であり続けるために、保健予防活動を中心に新たに明らかになった課題

を克服するための「新しい保健」といった健康長寿のさらなる推進に向けた取組が始まっています。 

 

＊木質バイオマス：木材からなる再生可能な、生物由来の有機性資源（化石燃料は除く）のこと。 

＊再生可能エネルギー：太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など、一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が

枯渇しないエネルギーのこと。 
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また、これまで以上の高齢化が進む中で、高齢者の誰もが、住み慣れた場所で安心して生活を継

続するための地域包括ケアシステム＊の構築に向けた取組も進められています。 

 一方、初期救急から３次救急医療＊までの安定供給を図り、市民生活の安心を確保するため、医

療機関の明確な役割分担のもとで医療提供がなされる地域完結型医療体制＊の構築が求められてい

る中で、地域の中核医療機関である浅間総合病院の整備や佐久総合病院の再構築支援、医療機関同

士の密接な連携体制の構築などの取組が進められています。 

 

エ 新しく生まれた世界とのつながり 

 

平成１９年度に友好都市協定を締結したエストニア共和国サク市とは、平成２８年からそれぞれ

の市の将来を担う子ども達の相互交流が始まりました。 

また、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、佐久市がエストニア共和

国の「ホストタウン＊」として、大会に参加する海外選手と市民との相互交流が行われることにな

るなど、新たなつながりが生まれつつあります。 

保健・医療の分野では、タイやベトナムの大学教員が佐久大学で高齢者介護を学んだり、インド

ネシアの医師が佐久総合病院佐久医療センターで医療を学ぶような、佐久市の特徴である「健康長

寿」からの新たな世界とのつながりが生まれるとともに、このつながりを生かして佐久市の「健康

長寿」を世界に広げていこうという新しい動きも始まっています。 

一方、観光の分野では、佐久地域においても訪日外国人旅行者（延宿泊者）数が、毎年過去最高

を更新しており、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、インバウンド（訪

日外国人旅行）による新たな世界とのつながりも期待されます。 

 

（３）市民意識の変化 

 

第二次佐久市総合計画の策定に当たり、１０年後の佐久市のあるべき姿などに関する市民意識を

把握するため、市民アンケート調査を実施しました。 

 その主な結果は、次のとおりです。 

 

【市民アンケート調査の実施概要】 

 

実施期間  平成２８年１月２２日～２月２３日 

調査対象  市内に在住する１６歳以上の男女３，０００人（住民基本台帳から無作為抽出） 

調査内容  現状認識、１０年後の佐久市のあるべき姿、暮らしていく上での不安など 

調査方法  無記名方式  郵送による配布・回収 

有効回答  １，８３５人（男性８１３人 女性９６３人 性別不明５９人） 

回 収 率  ６１.２％ 

 

＊地域包括ケアシステム：要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医

療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される体制 

＊初期救急から３次救急医療：かぜによる高熱や家庭では処置できない切り傷といった症状を診察治療するのが初期救急で、１次救急とも

いう。２次救急は、入院や手術を必要とする患者が対象で、３次救急は生命に危険が及ぶような重症・重篤患者への対応を担うもの 

＊地域完結型医療体制：医療機関の相互の役割分担や連携により、地域全体で必要な医療を提供する体制のこと。 

＊ホストタウン：東京オリンピック・パラリンピック開催に向け、参加国・地域との人的・経済的・文化的な相互交流を図るため、登録を受けた地

方公共団体のこと。 
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ア 佐久市の住みやすさ 

 

佐久市の住みやすさについては、「とても住みやすい」が２５．４％、「どちらかといえば住みや

すい」が５６．０％で合わせて８１．４％が住みやすいと評価しています。 

平成２２年度調査ではこの値が７８．３％、平成１７年度調査ではこの値が６０．４％であり、

住みやすさの評価は高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆これまでの調査との比較 

 

  

とても住み

やすい
25.4%

どちらかといえば

住みやすい
56.0%

どちらかといえば

住みにくい
9.8%

とても住みにくい
1.5%

どちらともいえない
6.9%

不明
0.5%
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不明

平成27年度

平成22年度

平成17年度

（％）（％）（％）（％）（％）（％）（％）（％）
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イ １０年後の佐久市の姿 

       

１０年後の佐久市の姿については、「今より活性化している」が２４．９％、「これまでと変わら

ない」が３０.５％、「活気がなくなっている」が２０.２％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 佐久市で暮らしていく上での不安    

 

今後、佐久市で暮らしていく上で感じている不安については、「ひとり暮らしの高齢者が増える

こと」（４５．４％）が最も高く、次いで「車が運転できず、移動手段がなく困る人が増えること」

（３１．５％）、「自力で除雪などが困難な世帯が増えること」（２８．９％）となっており、高齢化

に伴うことに不安を感じる傾向が見られます。 

「特に不安がない」は０．９％とわずかであり、多くの市民が何らかの不安を持っていることが

分かります。 

 

45.4

31.5

28.9
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19.3
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6.7

6.0

3.0

0.9

2.6
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車が運転できず、移動手段がなく困る人が増えること

自力で除雪などが困難な世帯が増えること

空き家が増加すること

耕作放棄地が増えること

商店・スーパーが減少すること

大規模な災害が発生したときに、地域で助け合うことができなくなること

里山や水辺の自然環境が維持できなくなること

サルやイノシシなどの野生鳥獣による被害が増えること

地域の文化、祭事が失われてしまうこと

その他

特に不安なことはない

不明

（％）
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エ 佐久市の将来像  

 

佐久市が将来目指すべきまちの姿（２つまで回答）については、平成１７年度、平成２２年度調

査と同様、「保健・医療・福祉が充実した健康長寿のまち」（４８.１％）が最も高くなっています

が、平成２２年度調査と比較すると５．５％減少しています。 

次いで、「道路・公園・住宅などが整備された便利で快適なまち」（２２．２％）、「豊かな自然と

調和した農林水産業が盛んなまち」（２１．４％）、「子育て支援が充実したまち」（２１．０％）と

なっています。 

 

 

オ 各施策の重要度・満足度の評価  

 

 

（Ｈ２８に調査した重要度・満足度アンケート調査結果を掲載予定）

48.1 

22.2 

21.4 

21.0 

20.6 

19.1 

18.8 

11.0 

8.9 

1.4 

53.6 

21.4 

23.4 

18.4 

23.3 

16.6 

16.4 

13.5 

6.0 

0.7 

40.8 

29.5 

24.4 

17.3 

36.3 

15.9 

5.5 

0.6 

0 10 20 30 40 50 60

保健・医療・福祉が充実した健康長寿のまち

道路・公園・住宅などが整備された便利で快適なまち

豊かな自然と調和した農林水産業が盛んなまち

子育て支援が充実したまち

教育環境が整備され、青少年の健全育成や人材育成が盛ん
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文化施設やスポーツ施設が整備され、文化・スポーツ活動が
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その他
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４ 佐久市の主要課題 

 

 佐久市の現状や時代・地域の背景を踏まえ、今後のまちづくりを進めるに当たっての主要な課題

を次のように整理します。 

 

 課題１  人口減少の克服 

 

人口減少は、地域経済の停滞、地域社会の機能低下、生活関連サービス（小売業、飲食業、医療

機関など）の縮小や生活利便性の低下といった負の影響を及ぼし、これらの負の影響がさらなる人

口減少を招くような悪循環を生むおそれがあります。 

また、高齢化と人口減少は、社会保障費の増加と税収の減少による行政サービス水準の低下や行

政効率の低下を招くおそれもあります。 

「ひと」がまちの活力の源泉であることから、一人でも多くの人口増加につながるように、総力

を挙げて、スピード感を持った人口減少克服に取り組むことが課題となります。 

 

 課題２  たくましく生きる力を育むひとづくり 

 

少子化・人口減少の進行により地域社会・地域経済における一人ひとりの役割がこれまで以上に

大きなものとなっています。 

また、スマートフォンなどの情報通信機器の急速な普及による子どものインターネットや携帯電

話への依存、インターネットを悪用した人権侵害や犯罪の増加といった新たな社会問題の発生など、

子どもを取り巻く社会環境が急激に変化する中で、これまで以上に、子どもが自ら考え、問題を解

決する力を育むことが求められています。 

このような変化が激しい社会を、佐久市の将来を担う一人ひとりが、たくましく生きていくた

め、学ぶ力、豊かな心、健やかな体をバランス良く備えることができるようなひとづくりを行っ

ていくことが課題となります。 

 

 課題３  地域の特徴と歴史を生かしたまちづくり 

 

 本市は、平成１７年の市町村合併を経て、合併前の中心市街地をそれぞれの地域の核として、そ

の核を中心に周辺集落や山間の集落が形成される多核構造となっており、それぞれの地域ごとに異

なる特徴を有しています。 

また、急速な人口減少と高齢化は、居住地域の点在化と相まって生活の利便性を一層低下させる

おそれがあります。 

現在、臼田地区では地域の特徴である健康、医療を生かし、「佐久市臼田健康活動サポートセンタ

ー」をさらなる核として病院、商店街を中心とした機能集約型のまちづくりと周辺地域のネットワ

ークづくりを進めていますが、まちの持つ可能性を最大限発揮させ、まちに活力をもたらすために

は、このような地域の特徴を生かしたまちづくりを一層進めていく必要があります。 
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その上で、佐久市に住む全ての人が、将来にわたり質の高い暮らしを営むため、これまでの歴史

を生かし、それぞれの核を地域拠点とするとともに、まちの機能を集約し、その拠点と居住地、地

域と地域を結び合う円滑なネットワークを構築することにより、機能集約・ネットワーク型まちづ

くりを進めることが課題となります。 

 

  課題４   地域社会の活性化 

 

 高齢化、核家族化や若者の都市部への人口流出は、ひとり暮らし高齢者を増加させるほか、家族

や地域で支え合う地域社会のコミュニティ機能を低下させるおそれがあります。 

また、人口減少による空き家の増加や居住地域の点在化は、地域の活性化に悪影響を与えるだけ

でなく、行政サービス・生活サービスの提供においても支障を生じさせるおそれがあります。 

このような厳しい局面において地域社会の活性化を図るためには、家庭や地域での「”ひと”と”

ひと”の絆」、「”ひと”と”地域”の絆」を改めて強く結び合うとともに、市内の地域と地域を結

び合う地域公共交通システムや、地域で支え合う地域包括ケアシステムといった社会システムをよ

り強固なものとしていくことが課題となります。 

 

  課題５  地域経済の活性化  

 

雇用を生み出し、ワーク・ライフ・バランスが確保できる質・量を伴った「しごと」の場が市内

にあることが、人口を確保し、まちの活力をもたらすためには、必要です。 

しかしながら、長期化する経済の停滞や担い手不足などの課題から、市内の農業生産、工業生産、

商業販売などは減少傾向にあります。 

また、一部の雇用情勢に改善は見られるものの、市民アンケートでも「就労・雇用」の重要度が

高い反面、満足度は低くなっており（※H28 アンケート結果を反映予定）、若年者雇用や非正規雇用

を始めとして引き続き課題が見られます。 

このような厳しい局面において地域産業の活性化を図るためには、市内産業の支援を進めるとと

もに、本市の特徴である「健康・医療・福祉」を生かした新たな産業の創出や、「高速交通網の充実」

や「災害の少なさ」を生かした企業誘致などにより、産業の活力を高めていくことが課題となりま

す。 

 

  課題６   健康長寿の推進 

 

本市は、地域医療体制の充実や保健予防活動の推進により、男女ともに全国有数の平均寿命の長

さを確保していますが、平均寿命と健康寿命＊の差（日常の生活に制限が生じる「不健康な期間」）

が大きいといった課題も見られます。 

また、若年層を始めとするライフスタイルの変化による「塩分摂取量の増加」や「生活習慣の改

善が必要な子ども達の増加」は、生活習慣病にかかる割合の高さにつながり、健康寿命を短くして

しまうおそれがあります。 

 

＊健康寿命：日常的に介護を必要としないで自立した生活ができる生存期間のこと。 
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一方、生産年齢人口の急速な減少による地域社会・地域経済の停滞を解消するためには、健康な

高齢者が地域社会と地域経済を支えることが必要です。 

引き続き健康長寿社会の実現に向けた取組を進め、これまで健康長寿を育んできたライフスタイ

ルを見つめ直し、高齢者から将来を担う若い世代まで全ての市民が、豊かに生活を営むことができ

る心身の健康を確保するとともに、地域活性化に向けて「健康長寿」を核とした産業活性化や活力

あるまちづくりにつなげていくことが課題となります。 

 

  課題７  良好な生活空間の将来への継承 

 

佐久市の持つ美しい景観や自然環境、医療・福祉・教育・上下水道などの生活サービスが相まっ

て住みやすさや住みたくなることにつながる良好な生活空間を形成しています。 

社会経済情勢の変化に伴い、まちの姿が変化していく中で、開発と景観保全・自然環境保全との

調和や、公共施設維持管理費用・社会保障費が増加しても生活サービスの質を落とさないことが求

められています。   

 将来にわたり豊かな暮らしを営むことができる佐久市であり続けるため、現在の世代が良好な生

活空間を享受するだけでなく、将来の世代も同じく享受できるように、引き継いでいくことが課題

となります。 

 

 課題８  安心・安全な暮らしの確保 

 

社会の高度情報化、多様化は、生活の利便性を高める反面、犯罪の高度化や社会システムの複雑

化による社会不安を生み出しています。 

また、近年見られるような記録的な豪雨、豪雪といった異常気象や、これまでにない大規模地震

や火山噴火の発生は、日常の暮らしを根底から揺るがしてしまうことがあります。 

日常生活や社会経済活動を確実に営み続けるためには、一人ひとりの安心・安全な暮らしを確保

することが課題となります。 

 

 課題９  市民協働と「選択と集中」による行政経営の推進 

 

市民ニーズや行政の果たすべき役割が多様化する中で、市民協働や民間活力を積極的に活用する

ことが必要となっています。 

合併特例措置の縮減、人口減少に伴う税収の縮小、社会保障費増加や公共施設の老朽化に伴う維

持管理・更新費用の増加によって、より限られた財源で必要な施策を実施することが求められてい

ます。 

このような厳しい局面において、市民の満足度を高め、将来の成長につなげることができる「選

択と集中」による計画的・効率的な行政経営を図ることが課題となります。 


